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【公報種別】特許公報の訂正
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】令和3年3月31日(2021.3.31)

【特許番号】特許第6836900号(P6836900)
【登録日】令和3年2月10日(2021.2.10)
【特許公報発行日】令和3年3月3日(2021.3.3)
【年通号数】特許・実用新案公報2021-009
【出願番号】特願2016-511832(P2016-511832)
【訂正要旨】特許権者の住所の誤載により下記のとおり全文を訂正する。
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  27/12     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   3/20     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｋ   3/10     (2006.01)
   Ｆ１６Ｌ  11/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ   27/12     　　　　
   Ｃ０８Ｊ    3/20     ＣＥＷＺ
   Ｃ０８Ｋ    5/00     　　　　
   Ｃ０９Ｋ    3/10     　　　Ｍ
   Ｆ１６Ｌ   11/04     　　　　
【記】別紙のとおり
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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  （ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、
  （ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、０重量％よ
り多く１０重量％未満のイオン性液体と、を含む、
  押出によるホースまたはガスケット成形用組成物。
【請求項２】
  前記部分フッ素化ポリマーが、ガラス転移温度を有し、前記イオン性液体の添加による
前記ガラス転移温度の変化が±３℃未満である、請求項１に記載の組成物。
【請求項３】
  前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリマーの総重量に
基づいて、０．０１重量％超且つ１．０重量％未満である、請求項１に記載の組成物。
【請求項４】
  前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリマーの総重量に
基づいて、１．０重量％超且つ１０．０重量％未満である、請求項１に記載の組成物。
【請求項５】
  請求項１に記載の組成物を含む、押出によるホースまたはガスケット成形用物品。
【請求項６】
  硬化した請求項１～４のいずれか一項に記載の組成物を含む、ホースまたはガスケット
。
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【請求項７】
  （ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、（ｉｉ）前記部
分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、０重量％より多く１０重量％
未満のイオン性液体と、をブレンドして前記イオン性液体と前記部分フッ素化エラストマ
ーゴムとが相溶した混合物を得ることと、得られた混合物を押出成形してホースまたはガ
スケットを製造することと、を含む、ホースまたはガスケットの製造方法。
【請求項８】
  （ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む硬化した部分フッ素化エラストマーと、
  （ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、０重量％よ
り多く１０重量％未満のイオン性液体と、を含む、
  押出によるホースまたはガスケット成形用組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
  部分フッ素化エラストマーゴム及びイオン性液体を含む組成物について、その製造方法
及び使用方法と共に記載する。
【背景技術】
【０００２】
  フッ化ビニリデン（ＶＤＦ）とヘキサフルオロプロピレン（ＨＦＰ）とのコポリマー及
びテトラフルオロエチレン（ＴＦＥ）とフッ化ビニリデン（ＶＤＦ）とヘキサフルオロプ
ロピレン（ＨＦＰ）とのターポリマー等の部分フッ素化エラストマーは、様々な用途に用
いられている。過酸化物硬化系、アミン硬化系、及びポリオール硬化系等の硬化系を用い
て、部分フッ素化エラストマーゴムを架橋させることができる。
【０００３】
  圧縮永久歪み耐性は、力によって変形させ、力を除去したときにその元の形状／大きさ
を保持する物質の能力である。架橋密度は、部分フッ素化エラストマーの圧縮永久歪みに
影響を及ぼす１つの要因である。架橋剤（例えば、ビスフェノールＡＦ、又はそのベンジ
ルトリフェニルホスホニウムクロリドとの複合体）を用いてもよいが、架橋剤の量が増加
するにつれて、硬化速度が低下する。
【０００４】
  ムーニー粘度は、部分フッ素化エラストマーの圧縮永久歪みに影響を及ぼす別の要因で
ある。ポリオール硬化系では、典型的に、より高いムーニー粘度を有する部分フッ素化エ
ラストマーは、より低い圧縮永久歪みを有する。しかし、ムーニー粘度が高くなるにつれ
て、部分フッ素化エラストマーゴムを加工することが困難になり得る。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
  フルオロエラストマーの最終特性（例えば、圧縮永久歪み等）のバランスをとりながら
、良好な加工特性（例えば、硬化速度、ムーニー粘度等）を有する硬化性フルオロエラス
トマーを含む組成物が必要とされている。１つの実施形態では、揮発性溶媒等の溶媒を含
まない組成物を有することが望ましい。
【０００６】
  １つの態様では、（ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと
、（ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％
未満のイオン性液体と、を含む組成物を提供する。
【０００７】
  １つの実施形態では、イオン性液体の量は、イオン性液体及び部分フッ素化ポリマーの
総重量に基づいて、０．０１重量％超且つ１．０重量％未満である。
【０００８】
  別の実施形態では、イオン性液体の量は、イオン性液体及び部分フッ素化ポリマーの総
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重量に基づいて、１．０重量％超且つ１０．０重量％未満である。
【０００９】
  別の態様では、（ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、
（ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％未
満のイオン性液体と、を含む硬化性組成物を含む物品を提供する。
【００１０】
  別の態様では、（ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、
（ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％未
満のイオン性液体と、（ｉｉｉ）硬化剤と、を含む硬化物品を提供する。
【００１１】
  上記発明の概要は、各実施形態を説明することを目的とするものではない。また、本発
明の１つ又は２つ以上の実施形態の詳細についても、以下の説明に記載する。他の特徴、
目的、及び利点は、明細書及び特許請求の範囲から明らかとなるであろう。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
  本明細書では以下の用語を使用する。
  「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、互換的に使用され、１つ又は２つ以上を意味す
る。
  「及び／又は」は、述べられている場合の一方又は両方が生じ得ることを示すために用
いられ、例えば、Ａ及び／又はＢは、（Ａ及びＢ）と（Ａ又はＢ）とを含む。
  「コポリマー」は、２つ又は３つ以上の異なるモノマー単位に由来するポリマーを意味
し、例えば、ターポリマー、クアドポリマー等が挙げられる。
【００１３】
  また、本明細書においては、端点による範囲の記載には、その範囲内に含まれる全ての
数値が含まれる（例えば、１～１０には、１．４、１．９、２．３３、５．７５、９．９
８等が含まれる）。
【００１４】
  また、本明細書においては、「少なくとも１」の記載には、１以上の全ての数値が含ま
れる（例えば、少なくとも２、少なくとも４、少なくとも６、少なくとも８、少なくとも
１０、少なくとも２５、少なくとも５０、少なくとも１００等）。
【００１５】
  液体状態の塩であるイオン性液体は、高いイオン伝導率、広い電気化学的安定性、良好
な熱安定性、広い温度液体範囲、及び環境に優しい性質を含むその独自の特性により、多
くの用途が見出されている。
【００１６】
  イオン性液体は、リチウム電池、超コンデンサ、燃料電池等において電解質として使用
するためにポリマーのイオン伝導率を改善するために、ゲルポリマー電解質、又はＰＶＤ
Ｆ／ＨＦＰコポリマー若しくは商標名「ＮＡＦＩＯＮ」として入手可能なスルホン化テト
ラフルオロエチレン系フルオロポリマー等のイオン伝導性ポリマーに添加されている。一
般的に、多くのイオン性液体を用いるほど、得られる組成物のイオン伝導率が高くなるの
で、イオン性液体は、典型的に、ポリマーに対して少なくとも０．４～１の重量比で添加
される。例えば、Ｆｕｌｌｅｒ，Ｊ．ｅｔ  ａｌ．，Ｊ．Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈｅｍ．Ｓｏ
ｃ．，ｖｏｌ．１４４，ｎｏ．４，２００７，ｐ．Ｌ６７－Ｌ－６９を参照。
【００１７】
  特開２００７－２８１０４８号（Ｍｕｔｓｕａｋｉら）には、イオン性液体及びゲル化
剤を含む熱放散のためのゲル組成物であって、前記ゲル化剤が、２重量（ｗｔ）％超且つ
５０重量％未満であるゲル組成物が開示されている。ゲル組成物が２重量％未満である場
合、組成物のゲル化が不十分になると言われており、ゲル化剤が５０重量％を超える場合
、ゲル組成物の弾性及び可撓性が失われると言われており、組成物が硬くなる。
【００１８】
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  本開示では、部分フッ素化エラストマーゴムに少量（例えば、１０重量％未満）のイオ
ン性液体を添加することによって、特に、改善された硬化速度、より低いムーニー粘度、
及び／又は改善された圧縮永久歪みを有する組成物を得ることができることを見出した。
【００１９】
  本開示の１つの実施形態では、また、例えば、ビスフェノールＡＦ（架橋剤）及び／又
はベンジルトリフェニルホスホニウムクロリド（架橋助剤）等の硬化系の成分を可溶化す
るためにイオン性液体を用いることができることも見出し、このことにより、１つの実施
形態では、硬化剤の分散を改善することができる。
【００２０】
  イオン性液体は、約１００℃以下において液体状態であり、無視できるほどの蒸気圧及
び高い熱安定性を有する珍しい塩である。イオン性液体は、カチオン及びアニオンからな
り、一般的に、約１００℃以下（すなわち、約１００℃以下で液体である）、約９５℃以
下、又は更には約８０℃以下の融点を有する。特定のイオン性液体は、その融点が室温よ
りも低いので、周囲温度でさえも溶融状態で存在し、したがって、時に、周囲温度溶融状
態塩と呼ばれる。イオン性液体のカチオン及び／又はアニオンは、比較的立体的に嵩高く
、典型的に、これらイオンの一方及び／又は両方が有機イオンである。イオン性液体は、
公知の方法によって、例えば、アニオン交換又はメタセシスプロセス等のプロセスによっ
て、あるいは酸－塩基又は中和プロセスを介して合成することができる。
【００２１】
  本開示のイオン性液体のカチオンは、アンモニウムイオン、ホスホニウムイオン、スル
ホニウムイオン等であってよく、様々な非局在化複素環式芳香族カチオンが挙げられるが
、これに限定されない。アンモニウムイオンとしては、アルキルアンモニウム、イミダゾ
リウム、ピリジニウム、ピロリジニウム、ピロリニウム、ピラジニウム、ピリミジニウム
、トリアゾニウム、トリアジニウム、キノリニウム、イソキノリニウム、インドリニウム
、キノキサリニウム、ピペリジニウム、オキサゾリニウム、チアゾリニウム、モルホリニ
ウム、ピペラジニウム、及びこれらの組み合わせからなる群から選択されるアンモニウム
イオンが挙げられる。ホスホニウムイオンの例としては、テトラアルキルホスホニウム、
アリールホスホニウム、アルキルアリールホスホニウム、及びこれらの組み合わせからな
る群から選択されるホスホニウムイオンが挙げられる。スルホニウムイオンの例としては
、アルキルスルホニウム、アリールスルホニウム、チオフェニウム、テトラヒドロチオフ
ェニウム、及びこれらの組み合わせからなる群から選択されるスルホニウムイオンが挙げ
られる。窒素原子、リン原子、又は硫黄原子に直接結合しているアルキル基は、少なくと
も１、２、又は更には４個、且つ８、１０、１２、１５、又は更には２０個以下の炭素数
を有する直鎖状、分枝状、又は環状のアルキル基であってよい。アルキル基は、任意で、
鎖中又は鎖の末端（例えば、末端－ＯＨ基）にＯ及びＮ及びＳ等のヘテロ原子を含有して
よい。窒素原子、リン原子、又は硫黄原子に直接結合しているアリール基は、少なくとも
５、６、又は更には８個、且つ１２、１５、又は更には２０個以下の炭素数を有する単環
式又は縮合環式のアリール基であってよい。このようなカチオンを構成する構造における
任意の部位を、アルキル基、アリケニル基、アルキニル基、シクロアルキル基、アリール
基、アラルキル基、アリールアルキル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ
ル基、カルボニル基、カルボキシル基、エステル基、アシル基、アミノ基、ジアルキルア
ミノ基、アミド基、イミノ基、イミド基、ニトロ基、ニトリル基、スルフィド基、スルホ
キシド基、スルホン基、ハロゲン原子等によって更に置換してもよく、酸素原子、窒素原
子、硫黄原子、及びケイ素原子等のヘテロ原子が、カチオンを構成する構造の主鎖又は環
に含有されていてもよい。
【００２２】
  カチオン部分の具体例としては、Ｎ－エチル－Ｎ’－メチルイミダゾリウム、Ｎ－メチ
ル－Ｎ－プロピルピペリジニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－プロピルアンモニウム
、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリプロピルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－
ブチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－メトキシエチルアンモニウム、Ｎ－
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メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリス（メトキシエチル）アンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－
ブチル－Ｎ－メトキシエチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－ジブチルアンモ
ニウム、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メトキシエチルアンモニウム、Ｎ－メチル
－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリブチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－ヘキシルアンモ
ニウム、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウム、１
－プロピル－テトラヒドロチオフェニウム、１－ブチル－テトラヒドロチオフェニウム、
１－ペンチル－テトラヒドロチオフェニウム、１－ヘキシル－テトラヒドロチオフェニウ
ム、グリシジルトリメチルアンモニウム、Ｎ－エチルアクリロイル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメ
チルアンモニウム、Ｎ－エチル－Ｎ－メチルモルホニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリオクチルア
ンモニウム、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリオクチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
Ｎ－オクチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アンモニウム、及びこれらの組み合わせが
挙げられる。
【００２３】
  官能基又は反応性を示す部分（例えば、反応活性を有する不飽和結合）を含有しないカ
チオンは、耐熱性を考慮して有利であり、このようなカチオンの例としては、Ｎ－メチル
－Ｎ－プロピルピペリジニウム及びＮ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－プロピルアンモニウム
が挙げられる。カチオンを構成する基は、フルオロポリマーとの良好な相溶性が予測され
るので、フッ素原子で置換することが有利である。
【００２４】
  本開示のイオン性液体のアニオンは、例えば、硫酸イオン（Ｒ－ＯＳＯ３

－）、スルホ
ン酸イオン（Ｒ－ＳＯ３

－）、カルボン酸イオン（Ｒ－ＣＯ２
－）、リン酸イオン（（Ｒ

Ｏ）２Ｐ（＝Ｏ）Ｏ－）、以下の式によって表されるホウ酸イオン：ＢＲ４
－（例えば、

テトラフルオロホウ酸イオン（ＢＦ４
－）及びテトラアルキルホウ酸イオン）、以下の式

によって表されるリン酸イオン：ＰＲ６
－（例えば、ヘキサフルオロリン酸イオン（ＰＦ

６
－）及びヘキサアルキルリン酸イオン）、イミドイオン（Ｒ２Ｎ－）、メチドイオン（

Ｒ３Ｃ－）、硝酸イオン（ＮＯ３
－）、又は亜硝酸イオン（ＮＯ２

－）であってよい。式
中、各Ｒは、独立して、水素原子、ハロゲン原子（フッ素、塩素、臭素、ヨウ素）、置換
又は非置換のアルキル、アルケニル、アルキニル、シクロアルキル、アリール、アラルキ
ル、アリールアルキル、アシル、又はスルホニル基等であってよい。酸素原子、窒素原子
、及び硫黄原子等のヘテロ原子が、基Ｒの主鎖又は環に含有されていてもよく、基Ｒの炭
素原子における水素原子の一部又は全てをフッ素原子で置換してもよい。複数のＲ’がア
ニオン中に存在する場合、これらＲ’は、同じであっても異なっていてもよい。一般にフ
ルオロポリマーとの相溶性が良好であるので、アニオン中の基Ｒの炭素原子における水素
原子の一部又は全てをフッ素原子で置換することが有利であり、また、アニオンがペルフ
ルオロアルキル基を含有することが有利である。
【００２５】
  有利に用いることができるペルフルオロアルキル基を含有するアニオンの例としては、
ビス（ペルフルオロアルキルスルホニル）イミド（（ＲｆＳＯ２）２Ｎ－）、ペルフルオ
ロアルキルスルホネート（ＲｆＳＯ３

－）、及びトリス（ペルフルオロアルキルスルホニ
ル）メチド（（ＲｆＳＯ２）３Ｃ－）（式中、Ｒｆは、ペルフルオロアルキル基を表す）
が挙げられる。ペルフルオロアルキル基の炭素数は、例えば、少なくとも１、２、３、又
は更には４、最大８、１０、１２、１５又は更には２０であってよい。ビス（ペルフルオ
ロアルキルスルホニル）イミドの具体例としては、ビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、ビス（ヘプタフルオロプロ
パンスルホニル）イミド、及びビス（ノナフルオロブタンスルホニル）イミドが挙げられ
る。ペルフルオロアルキルスルホネートの具体例としては、トリフルオロメタンスルホネ
ート、ペンタフルオロエタンスルホネート、ヘプタフルオロプロパンスルホネート、及び
ノナフルオロブタンスルホネートが挙げられる。トリス（ペルフルオロアルキルスルホニ
ル）メチドの具体例としては、トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メチド、トリス
（ペンタフルオロエタンスルホニル）メチド、トリス（ヘプタフルオロプロパンスルホニ



(7) JP 6836900 B6 2021.3.31

10

20

30

40

50

ル）メチド、トリス（ノナフルオロブタンスルホニル）メチド、及びこれらの組み合わせ
が挙げられる。
【００２６】
  上記カチオン及びアニオンからなるイオン性液体については、優れた耐熱性及びフルオ
ロポリマーとの良好な相溶性により、Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ－エチル－Ｎ’－メチルイミダゾリウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－ヘキシルアン
モニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド及びＮ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－ト
リブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドを有利に用いること
ができる。芳香環を含まないＮ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド及びＮ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリブチルアン
モニウムビス（トリフルオロメタンスルホニルイミドが、非着色用途に特に適している。
【００２７】
  本開示の組成物を形成するために部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマ
ーゴムとイオン性液体とをブレンドする。
【００２８】
  本明細書で使用するとき、ポリマーとは、反復モノマー単位に由来する巨大分子であっ
て、２０，０００グラム／モル超の分子量を有する巨大分子を指す。本明細書で使用する
とき、部分フッ素化ポリマーは、ポリマーの炭素骨格に沿って水素原子及びフッ素原子を
含む。部分フッ素化ポリマーは、ポリマーの炭素骨格に沿って少なくとも５０重量％、６
０重量％、又は更には７０重量％の量のフッ素原子、及びポリマーの炭素骨格に沿って最
大７５重量％又は７６重量％の量のフッ素原子を含まなければならない。また、部分フッ
素化ポリマーは、ポリマーの炭素骨格に沿って少なくとも０．１重量％であるが、４０重
量％、２５重量％、１０重量％、５重量％、又は更には１重量％以下の水素原子を含まな
ければならない。
【００２９】
  部分フッ素化ポリマーは、テトラフルオロエチレン（ＴＦＥ）、フッ化ビニル（ＶＦ）
、フッ化ビニリデン（ＶＤＦ）、ヘキサフルオロプロピレン（ＨＦＰ）、ペンタフルオロ
プロピレン、トリフルオロエチレン、トリフルオロクロロエチレン（ＣＴＦＥ）、ペルフ
ルオロビニルエーテル（ペルフルオロアルキルビニルエーテル及びペルフルオロアルコキ
シビニルエーテルを含む）、ペルフルオロアルキルエーテル（ペルフルオロアルキルアリ
ルエーテル及びペルフルオロアルコキシアリルエーテルを含む）、ペルフルオロアルキル
ビニルモノマー、及びこれらの組み合わせ等の１つ又は２つ以上のフッ素化モノマーに由
来し得る。
【００３０】
  好適なペルフルオロアルキルビニルモノマーは、以下の一般式に対応する：ＣＦ２＝Ｃ
Ｆ－Ｒｄ

ｆ又はＣＨ２＝ＣＨ－Ｒｄ
ｆ（式中、Ｒｄ

ｆは、１～１０又は更には１～５個の
炭素原子のペルフルオロアルキル基を表す）。
【００３１】
  本開示で用いることができるペルフルオロビニルエーテルの例としては、以下の式に対
応するものが挙げられる：ＣＦ２＝ＣＦ－Ｏ－Ｒｆ（式中、Ｒｆは、０、１つ又は２つ以
上の酸素原子及び最大１２、１０、８、６、又は更には４個の炭素原子を含有してよい全
フッ素化脂肪族基を表す）。例示的な全フッ素化ビニルエーテルは、以下の式に相当する
：ＣＦ２＝ＣＦＯ（Ｒａ

ｆＯ）ｎ（Ｒｂ
ｆＯ）ｍＲｃ

ｆ（式中、Ｒａ
ｆ及びＲｂ

ｆは、１
～６個の炭素原子、特に２～６個の炭素原子の異なる直鎖状又は分枝状のペルフルオロア
ルキレン基であり、ｍ及びｎは、独立して、０～１０であり、Ｒｃ

ｆは、１～６個の炭素
原子のペルフルオロアルキル基である）。全フッ素化ビニルエーテルの具体例としては、
ペルフルオロ（メチルビニル）エーテル（ＰＭＶＥ）、ペルフルオロ（エチルビニル）エ
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ーテル（ＰＥＶＥ）、ペルフルオロ（ｎ－プロピルビニル）エーテル（ＰＰＶＥ－１）、
ペルフルオロ－２－プロポキシプロピルビニルエーテル（ＰＰＶＥ－２）、ペルフルオロ
－３－メトキシ－ｎ－プロピルビニルエーテル、ペルフルオロ－２－メトキシ－エチルビ
ニルエーテル、及びＣＦ３－（ＣＦ２）２－Ｏ－ＣＦ（ＣＦ３）－ＣＦ２－Ｏ－ＣＦ（Ｃ
Ｆ３）－ＣＦ２－Ｏ－ＣＦ＝ＣＦ２が挙げられる。
【００３２】
  本開示で用いることができるペルフルオロアルキルエーテルの例としては、以下の式に
対応するものが挙げられる：ＣＦ２＝ＣＦ（ＣＦ２）－Ｏ－Ｒｆ（式中、Ｒｆは、０、１
つ又は２つ以上の酸素原子及び最大１０、８、６、又は更には４個の炭素原子を含有して
よい全フッ素化脂肪族基を表す）。全フッ素化アリルエーテルの具体例としては、ＣＦ２

＝ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－（ＣＦ２）ｎＦ（式中、ｎは、１～５の整数である）及びＣＦ２

＝ＣＦ２－ＣＦ２－Ｏ－（ＣＦ２）ｘ－Ｏ－（ＣＦ２）ｙ－Ｆ（式中、ｘは、２～５の整
数であり、ｙは、１～５の整数である）が挙げられる。
【００３３】
  少量の他の共重合性モノマー（フッ素置換を含有していてもいなくてもよい、例えば、
エチレン、プロピレン、ブチレン等）を添加することによって、その形成中に、部分フッ
素化ポリマーを修飾することが当業者に周知である。これら追加モノマー（すなわち、コ
モノマー）の使用は、本開示の範囲内である。一般的に、これら追加モノマーは、フルオ
ロポリマーの２５モルパーセント未満、好ましくは１０モルパーセント未満、更には３モ
ルパーセント未満で用いられる。
【００３４】
  １つの実施形態では、部分フッ素化ポリマーは、コポリマーである。例示的な部分フッ
素化ポリマーとしては、ＴＦＥ／プロピレンコポリマー、ＴＦＥ／プロピレン／ＶＤＦコ
ポリマー、ＶＤＦ／ＨＦＰコポリマー、ＴＦＥ／ＶＤＦ／ＨＦＰコポリマー、ＴＦＥ／エ
チルビニルエーテル（ＥＶＥ）コポリマー、ＴＦＥ／ブチルビニルエーテル（ＢＶＥ）コ
ポリマー、ＴＦＥ／ＥＶＥ／ＢＶＥコポリマー、ＶＤＦ／ＣＦ２＝ＣＦＯＣ３Ｆ７コポリ
マー、エチレン／ＨＦＰコポリマー、ＣＴＦＥ／ＶＤＦコポリマー、ＴＦＥ／ＶＤＦコポ
リマー、ＴＦＥ／ＶＤＦ／ＰＭＶＥコポリマー、ＶＤＦ／ＴＦＥ／プロピレンコポリマー
、ＴＦＥ／ＶＤＦ／ＰＭＶＥ／エチレンコポリマー、及びＴＦＥ／ＶＤＦ／ＣＦ２＝ＣＦ
Ｏ（ＣＦ２）３ＯＣＦ３コポリマーが挙げられる。１つの実施形態では、部分フッ素化ポ
リマーは、ＶＤＦ／ＨＦＰコポリマーではない。
【００３５】
  例示的なフルオロポリマーとしては、例えば、３Ｍ  Ｃｏ．，（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ
）によって製造されているもの；ＦＥ  ５５２２Ｘ、ＦＥ  ５７３０、ＦＥ  ５８３０Ｑ
、ＦＥ  ５８４０Ｑ、ＦＬＳ  ２５３０、ＦＬＳ  ２６５０、ＦＰＯ  ３７４０、ＦＰＯ
  ３７４１、ＦＴ  ２３２０、ＦＴ  ２３５０、ＦＴ  ２４３０、ＦＴ  ２４８１、ＦＣ
  ２１１０Ｑ、ＦＣ  ２１２０、ＦＣ  ２１２１、ＦＣ  ２１２２、ＦＣ  ２１２３、Ｆ
Ｃ  ２１４４、ＦＣ  ２１４５、ＦＣ  ２１５２、ＦＣ  ２１７０、ＦＣ  ２１７４、Ｆ
Ｃ  ２１７６、ＦＣ  ２１７７Ｄ、ＦＣ  ２１７８、ＦＣ  ２１７９、ＦＣ  ２１８０、
ＦＣ  ２１８１、ＦＣ  ２１８２、ＦＣ  ２２１１、ＦＣ  ２２３０、ＦＣ  ２２６０、
ＦＣ  ２２６１Ｑ、ＦＥ  ５５２０Ｘ、ＦＥ  ５５４２Ｘ、ＦＥ  ５６１０、ＦＥ  ５６
１０Ｑ、ＦＥ  ５６２０Ｑ、ＦＥ  ５６２１、ＦＥ  ５６２２Ｑ、ＦＥ  ５６２３、ＦＥ
  ５６４０Ｑ、ＦＥ  ５６４１Ｑ、ＦＥ  ５６４２、ＦＥ  ５６４３Ｑ、ＦＥ  ５６６０
Ｑ、ＦＧ  ５６３０Ｑ、ＦＧ  ５６６１Ｘ、ＦＧ  ５６９０Ｑ、ＦＸ  ３７３４、ＦＸ  
３７３５、及びＦＸ  １１８１８が挙げられる。
【００３６】
  本開示では、部分フッ素化ポリマーを連鎖移動剤及び／又は硬化部位モノマーの存在下
で重合させて、フルオロポリマーに硬化部位を導入してよい。
【００３７】
  例示的な連鎖移動剤としては、ヨード連鎖移動剤、ブロモ連鎖移動剤、又はクロロ連鎖
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移動剤が挙げられる。例えば、重合において好適なヨウ素連鎖移動剤としては、式ＲＩｘ

が挙げられ、式中、（ｉ）Ｒは３～１２個の炭素原子を有するペルフルオロアルキル又は
クロロペルフルオロアルキル基であり、（ｉｉ）ｘ＝１又は２である。ヨード連鎖移動剤
は、全フッ素化ヨード化合物であってよい。例示的なヨード－ペルフルオロ化合物として
は、１，３－ジヨードペルフルオロプロパン、１，４－ジヨードペルフルオロブタン、１
，６－ジヨードペルフルオロヘキサン、１，８－ジヨードフルオロオクタン、１，１０－
ジヨードペルフルオロデカン、１，１２－ジヨードペルフルオロドデカン、２－ヨード－
１，２－ジクロロ－１，１，２－トリフルオロエタン、４－ヨード－１，２，４－トリク
ロロペルフルオロブタン及びこれらの混合物が挙げられる。幾つかの実施形態では、臭素
は、以下の式の臭素化連鎖移動剤に由来する：ＲＢｒｘ（式中、（ｉ）Ｒは、３～１２個
の炭素原子を有するペルフルオロアルキル又はクロロペルフルオロアルキル基であり；（
ｉｉ）ｘ＝１又は２である）。連鎖移動剤は、全フッ素化ブロモ化合物であってよい。
【００３８】
  硬化部位モノマーは、用いられる場合、臭素、ヨウ素、及び／又は窒素硬化部位のうち
の少なくとも１つを含む。
【００３９】
  １つの実施形態では、硬化部位モノマーは、以下の式の１つ又は２つ以上の化合物に由
来し得る：ａ）ＣＸ２＝ＣＸ（Ｚ）（式中、（ｉ）各Ｘは、独立して、Ｈ又はＦであり；
（ｉｉ）Ｚは、Ｉ、Ｂｒ、Ｒｆ－Ｕ（式中、Ｕ＝Ｉ又はＢｒであり、Ｒｆ＝任意でＯ原子
を含有する全フッ素化又は部分全フッ素化アルキレン基である）又はｂ）Ｙ（ＣＦ２）ｑ

Ｙ（式中、（ｉ）Ｙは、Ｂｒ又はＩ又はＣｌであり、（ｉｉ）ｑ＝１～６である）。加え
て、非フッ素化ブロモ又はヨードオレフィン、例えば、ヨウ化ビニル及びヨウ化アリルを
使用することができる。幾つかの実施形態では、硬化部位モノマーは、ＣＨ２＝ＣＨＩ、
ＣＦ２＝ＣＨＩ、ＣＦ２＝ＣＦＩ、ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２Ｉ、ＩＣ
Ｆ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２＝ＣＨＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＨ２Ｈ２Ｉ、
ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２＝ＣＨ（ＣＦ２）６ＣＨ２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦ
ＯＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２

ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）３－ＯＣＦ

２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２＝ＣＨＢｒ、ＣＦ２＝ＣＨＢｒ、ＣＦ２＝ＣＦＢｒ、ＣＨ２＝ＣＨＣ
Ｈ２Ｂｒ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２Ｂｒ，ＣＨ２＝ＣＨＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ，ＣＦ２＝ＣＦＯＣ
Ｆ２ＣＦ２Ｂｒ，ＣＦ２＝ＣＦＣｌ，ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２Ｃｌ、及びこれらの組み合わせ
からなる群から選択される１つ又は２つ以上の化合物に由来する。
【００４０】
  別の実施形態では、硬化部位モノマーは、窒素含有硬化部分を含む。有用な窒素含有硬
化部位モノマーとしては、ペルフルオロ（８－シアノ－５－メチル－３，６－ジオキサ－
１－オクテン）；ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）ＬＣＮ（式中、Ｌは、２～１２の整数である
）；ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）ｕＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＮ（式中、ｕは、２～６の整数であ
る）；ＣＦ２＝ＣＦＯ［ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）Ｏ］ｑ（ＣＦ２Ｏ）ｙＣＦ（ＣＦ３）ＣＮ
若しくはＣＦ２＝ＣＦＯ［ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）Ｏ］ｑ（ＣＦ２）ｙＯＣＦ（ＣＦ３）Ｃ
Ｎ（式中、ｑは、０～４の整数であり、ｙは、０～６の整数である）；又はＣＦ２＝ＣＦ
［ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）］ｒＯ（ＣＦ２）ｔＣＮ（式中、ｒは、１又は２であり、ｔは
、１～４の整数である）；並びにこれらの誘導体及び組み合わせ等のニトリル含有フッ素
化オレフィン及びニトリル含有フッ素化ビニルエーテルが挙げられる。ニトリル含有硬化
部位モノマーの例としては、ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）５ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２Ｃ
Ｆ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ（
ＣＦ３）ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦ
ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＮ；及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００４１】
  部分フッ素化ポリマーは、一般的に、１種又は２種以上のモノマーを重合させることに
よって得られる部分フッ素化エラストマーゴムである。部分フッ素化エラストマーゴムは
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、架橋されていてもされていなくてもよい。部分フッ素化エラストマーゴムの架橋は、一
般的に、過酸化物、ポリオール、又はポリアミン硬化系（又は硬化剤）を用いて実施する
ことができる。
【００４２】
  過酸化物硬化剤としては、有機過酸化物又は無機過酸化物が挙げられる。有機過酸化物
、特に動的混合温度で分解しないものが好ましい。
【００４３】
  過酸化物を用いる架橋は、一般的に、架橋剤として有機過酸化物を用い、必要に応じて
、グリセリンのジアリルエーテル、トリアリルリン酸、アジピン酸ジアリル、ジアリルメ
ラミン及びトリアリルイソシアヌレート（ＴＡＩＣ）、トリ（メチル）アリルイソシアヌ
レート（ＴＭＡＩＣ）、トリ（メチル）アリルシアヌレート、ポリ－トリアリルイソシア
ヌレート（ポリ－ＴＡＩＣ）、キシリレン－ビス（ジアリルイソシアヌレート）（ＸＢＤ
）、及びＮ，Ｎ’－ｍ－フェニレンビスマレイミド等の架橋助剤を用いることによって実
施することができる。有機過酸化物の例としては、過酸化ベンゾイル、過酸化ジクミル、
ジ－ｔ－ブチルペルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ－ｔ－ブチルペルオキシヘ
キサン、２，４－ジクロロベンゾイルペルオキシド、１，１－ビス（ｔ－ブチルペルオキ
シ）－３，３，５－トリメチルクロロへキサン、ｔ－ブチルペルオキシイソプロピルカー
ボネート（ＴＢＩＣ）、ｔ－ブチルペルオキシ２－エチルヘキシルカーボネート（ＴＢＥ
Ｃ）、ｔ－アミルペルオキシ２－エチルヘキシルカーボネート、ｔ－ヘキシルペルオキシ
イソプロピルカーボネート、カルボノペルオキソ酸、Ｏ，Ｏ’－１，３－プロパンジイル
ＯＯ，ＯＯ’－ビス（１，１－ジメチルエチル）エステル、ｔ－ブチルペルオキシベンゾ
エート、ｔ－ヘキシルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルペルオキシ－
２－エチルヘキサノエート、ジ（４－メチルベンゾイル）ペルオキシド、過酸化ラウレル
、及び過酸化シクロヘキサノンが挙げられる。他の好適な過酸化物硬化剤は、米国特許第
５，２２５，５０４号（Ｔａｔｓｕら）に列挙されている。使用する過酸化物硬化剤の量
は、一般に、フルオロポリマー１００重量部当たり、０．１～５、好ましくは１～３重量
部である。他の従来のラジカル反応開始剤は、本開示で使用するのに好適である。
【００４４】
  ポリオールを用いる架橋は、一般的に、架橋剤としてのポリオール化合物、アンモニウ
ム塩、ホスホニウム塩、及びイミニウム塩等の架橋助剤、並びにマグネシウム、カルシウ
ム、又は亜鉛等の二価金属の水酸化物又は酸化物を用いることによって実施される。ポリ
オール化合物の例としては、ビスフェノールＡＦ、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳ
、ジヒドロキシベンゾフェノン、ヒドロキノン、２，４，６－トリメルカプト－Ｓ－トリ
アジン、４，４’－チオジフェノール、及びこれらの金属塩が挙げられる。
【００４５】
  ポリアミンを用いる架橋は、一般的に、架橋剤としてのポリアミン化合物、及びマグネ
シウム、カルシウム、又は亜鉛等の二価金属の酸化物を用いることによって実施される。
ポリアミン化合物又はポリアミン化合物の前駆体の例としては、ヘキサメチレンジアミン
及びそのカルバメート、４，４’－ビス（アミノシクロヘキシル）メタン及びそのカルバ
メート、並びにＮ，Ｎ’－ジシンナミリデン－１，６－ヘキサメチレンジアミンが挙げら
れる。
【００４６】
  二価金属の水酸化物、酸化物等からなるこの架橋剤、架橋助剤、及び酸受容剤は、それ
ぞれ、従来公知の量で用いてよく、用いられる量は、フルオロポリマーとの混和性、架橋
フルオロポリマーの機械的強度、収益性等を考慮しながら、当業者が適切に決定すること
ができる。架橋に関与するこれら各成分の用いられる量は、例えば、フルオロポリマー１
００質量部当たり、約１質量部以上、約５質量部以上、約１０質量部以上、又は約１５質
量部以上、且つ約６０質量部以下、約４０質量部以下、約３０質量部以下、又は約２０質
量部以下であってよい。架橋に関与する成分の合計量は、例えば、フルオロポリマー１０
０質量部当たり、約１質量部以上、約５質量部以上又は約１０質量部以上、且つ約６０質
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量部以下、約４０質量部以下、又は約３０質量部以下であってよい。
【００４７】
  本開示では、少量のイオン性液体（すなわち、部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体
の総重量に基づいて、１０、８、６、５、３、２、又は更には１重量％未満のイオン性液
体）が組成物中に存在する。しかし、イオン性液体が存在しないときに対して、本開示の
組成物において幾つかの改善（加工に関してであろうと最終製品の特性に関してであろう
と）を誘発するために、十分な量のイオン性液体（すなわち、部分フッ素化ポリマー及び
イオン性液体の総重量に基づいて、０．０００５重量％超のイオン性液体）を用いなけれ
ばならない。
【００４８】
  １つの実施形態では、イオン性液体の量は、イオン性液体及び部分フッ素化ポリマーの
総重量に基づいて、０．０１０、０．０２０、０．０５０、０．０７０、０．０１、０．
２０、又は更には０．５０重量％超且つ１．０、０．９０、０．８０、又は更には０．６
０重量％未満である。
【００４９】
  別の実施形態では、イオン性液体の量は、イオン性液体及び部分フッ素化ポリマーの総
重量に基づいて、１．０、２．０、又は更には４．０重量％超且つ１０．０、９．０、８
．０、又は更には６．０重量％未満である。
【００５０】
  本開示は、イオン性液と部分フッ素化ポリマーとの混和性ブレンドを含む組成物を目的
とする。本明細書で使用するとき、混和性ブレンドとは、イオン性液体及び部分フッ素化
ポリマーのブレンドが、分子レベルで分散体であることを意味し、これは、ミクロ相分離
又は分散体、例えば、ゲルとは異なり、混和性ブレンドは、一成分として挙動する。言い
換えれば、混和性ブレンドは、単一のガラス転移温度（Ｔｇ）を有する。本開示では、混
和性ブレンドの単一のＴｇは、部分フッ素化ポリマーのＴｇと実質的に同じである。イオ
ン性液体及びフルオロポリマーのブレンドが不混和性である場合、２つのＴｇが観察され
、そのＴｇのうちの少なくとも１つは、フルオロポリマーのＴｇと同じである。
【００５１】
  ガラス転移温度（Ｔｇ）は、ポリマーが非晶質状態からガラス質状態に移行する温度で
ある。Ｔｇは、当業者に公知の任意の技術に従って測定することができる。例えば、示差
走査熱量測定（ＤＳＣ）、又は動的機械分析機を用いて損失弾性率（Ｇ’’）を貯蔵弾性
率（Ｇ’）で除することによって計算されるｔａｎ  δ（ｔａｎ  δ＝Ｇ’’／Ｇ’）の
ピーク温度を決定することを用いて、ガラス転移温度を決定することができる。同じ測定
技術を用いるとき、本開示に係る混和性ブレンド（部分フッ素化ポリマー（硬化している
か又はしていない）及びイオン性液体を含む）のＴｇは、部分フッ素化ポリマー（硬化し
ているか又はしていない）のＴｇと実質的に同じである。言い換えれば、イオン性液体を
部分フッ素化ポリマーに添加するとき、イオン性液体とブレンドした部分フッ素化ポリマ
ーのＴｇは、部分フッ素化ポリマー自体のＴｇとは３、２、１℃未満、又は更には０℃異
なる。
【００５２】
  部分フッ素化エラストマーゴムに少量のイオン性液体を添加することによって、エラス
トマーゴムを含む組成物は、特に、改善された硬化速度、より低いムーニー粘度、及び／
又は改善された圧縮永久歪みを有することができることを見出した。
【００５３】
  イオン性液体は、イオン伝導性液体として知られている。例えば、Ｍａｓａｙｏｓｈｉ
  Ｗａｔａｎａｂｅ  ａｎｄ  Ｔｏｍｏｏ，Ｓｏｌｉｄ  Ｓｔａｔｅ  Ｉｏｎｉｃｓ，ｖ
ｏｌ．８６～８８（１９９６）３５３～３５６を参照。部分フッ素化ポリマーに対して少
量（例えば、１０重量％未満）のイオン性液体しか用いられていないので、１つの実施形
態では、イオン性液体は、部分フッ素化ポリマーのイオン特性を実質的に変化させない。
少量のイオン性液体を添加することによりフルオロポリマーゴムの伝導性を変化させるこ



(12) JP 6836900 B6 2021.3.31

10

20

30

40

50

とができるが、本明細書で使用するとき、実質的に変化させるとは、部分フッ素化ポリマ
ーにイオン性液体を添加しても、前記部分フッ素化ポリマーが非伝導性物質（すなわち、
１０－８Ｓ／ｃｍ未満）から半伝導性（すなわち、１０－８Ｓ／ｃｍ～１０１Ｓ／ｃｍ）
又は伝導性物質（すなわち、１０１Ｓ／ｃｍ超）になることも、前記部分フッ素化ポリマ
ーが半伝導性物質から伝導性物質になることもないことを意味する。
【００５４】
  本開示の１つの実施形態では、組成物が非伝導性であるとは、組成物が、約１×１０－

８Ｓ／ｃｍ、１×１０－９Ｓ／ｃｍ、又は更には１×１０－１０Ｓ／ｃｍ未満の伝導性を
有することを意味する。
【００５５】
  用いられるイオン性液体の量及び得られる組成物に与える影響は、用いられるイオン性
液体、部分フッ素化ポリマー組成物、及び使用される硬化系に基づいて変動し得る。例え
ば、１つの実施形態では、少量のイオン性液体を用いたとき、圧縮永久歪みが増大する。
別の実施形態では、少量のイオン性液体を用いたとき、圧縮永久歪みは変化しないか又は
わずかに低くなるが、硬化時間は短くなる。別の実施形態では、少量のイオン性液体を用
いたとき、ムーニー粘度が低下する。
【００５６】
  理論に縛られるものではないが、１つの実施形態では、ポリマー及び硬化剤に対して可
溶性を有し得るイオン性液体は、組成物の均質性を改善し、それによって、例えば、硬化
速度及び／又は圧縮永久歪みを改善することができると考えられる。
【００５７】
  費用及び／又は環境上の理由から製造業者が溶媒から離れているので、１つの実施形態
では、ポリマーに配合したときに固体硬化剤を溶解又は分散させるために用いられてきた
従来の揮発性溶媒（例えば、エタノール又はメタノール）をイオン性液体を用いて置き換
えることができる。
【００５８】
  １つの実施形態では、固体硬化剤（又は硬化剤）は、２３℃で１時間２．４ｒｐｍ（毎
分回転数）にて回転させたとき、イオン性液体に可溶性（すなわち、無色透明又は曇って
いる）である。１つの実施形態では、固体硬化剤（又は硬化剤）は、４０℃で１６時間２
．４ｒｐｍにて回転させたとき、イオン性液体に可溶性（すなわち、無色透明又は曇って
いる）である。
【００５９】
  例えば、強度を高めたり機能性を付与したりする目的のために、従来の補助剤、例えば
、酸受容体、加工助剤、又は着色剤等を組成物に添加してよい。
【００６０】
  このような充填剤としては、粘土、シリカ（ＳｉＯ２）、アルミナ、ベンガラ、タルク
、珪藻土、硫酸バリウム、珪灰石（ＣａＳｉＯ３）、炭酸カルシウム（ＣａＣＯ３）、フ
ッ化カルシウム、酸化チタン、酸化鉄、及びカーボンブラック充填剤等の有機又は無機充
填剤が挙げられ、ポリテトラフルオロエチレン粉末、ＰＦＡ（ＴＦＥ／ペルフルオロビニ
ルエーテルコポリマー）粉末、導電性充填剤、熱放散充填剤等を任意成分として組成物に
添加してもよい。当業者は、硬化処理された化合物において所望の物理的特徴を達成する
のに必要な量の特定の充填剤を選択することができる。充填剤成分から、より低温（ＴＲ
－１０）において収縮等の所望の特性を保持しながら、伸び及び引張強さの値によって示
される通り、好ましい弾性及び物理的引張性を保持することができる化合物を得ることが
できる。
【００６１】
  １つの実施形態では、組成物は、４０、３０、２０、１５、又は更には１０重量％未満
の無機充填剤を含む。
【００６２】
  また、得られる組成物の特性を強化するために、従来の補助剤を本開示の化合物に配合
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してもよい。例えば、化合物の硬化及び熱安定性を促進するために酸受容体を用いてよい
。好適な酸受容体としては、酸化マグネシウム、酸化鉛、酸化カルシウム、水酸化カルシ
ウム、二塩基性亜リン酸鉛、酸化亜鉛、炭酸バリウム、水酸化ストロンチウム、炭酸カル
シウム、ハイドロタルサイト、アルカリステアレート、シュウ酸マグネシウム、又はこれ
らの組合せを挙げることができる。酸受容体は、好ましくは、ポリマー１００重量部当た
り約１～約２０重量部の量で使用される。
【００６３】
  部分フッ素化エラストマーゴム、イオン性液体、及び上記他の成分を含有する溶液又は
液体分散液は、ケトン（例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン）、エーテル（例えば、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン）、及びエステル（例
えば、酢酸エチル、酢酸ブチル）等の溶媒を用いて調製することができ、調製された溶液
又は液体分散液は、紙、繊維、フィルム、シート、テープ、板、チューブ、パイプ、タン
ク、及び容器等の基材の表面にコーティングしてよく、溶媒は、乾燥によって除去してよ
い。この方法では、組成物層及び基材を含有する物品を形成することができる。
【００６４】
  部分フッ素化エラストマーゴム、イオン性液体、及び上記他の成分を混合する方法は、
例えば、ゴム用二本ロール、圧力混練機、又はＢａｎｂｕｒｙミキサーを使用する混練が
挙げられる。
【００６５】
  次いで、本開示の組成物からなるシート、ホース、ホースの裏層、ｏ－リング、ガスケ
ット、又はシール等の様々な形状の物品を形成するために、押出成形又は成形等によって
混合物を加工及び成形してよい。次いで、成形物品を加熱して、ゴム組成物を硬化させ、
硬化エラストマー物品を形成することができる。
【００６６】
  配合した混合物の加圧（すなわち、プレス硬化）は、典型的には約１２０～２２０℃、
好ましくは約１４０～２００℃の温度で、約１分間～約１５時間、通常は約１～１５分間
実施される。約７００～２０，０００ｋＰａ、好ましくは約３４００～約６８００ｋＰａ
の圧力が、組成物の成形で典型的に使用される。最初に、成形型を離型剤でコーティング
し、予備焼成してよい。
【００６７】
  成形された硬化物は、サンプルの断面厚みに依存して、約１４０～２４０℃、好ましく
は約１６０～２３０℃の温度で、約１～２４時間以上、オーブン内で後硬化させてよい。
厚みのある部分では、後硬化中の温度は、通常、範囲の下限から所望の最高温度まで次第
に上昇する。用いられる最高温度は、好ましくは約２６０℃であり、この値で約１時間以
上保持する。
【００６８】
  本開示の組成物は、ホース、ガスケット、又はシール等の物品で用いることができる。
組成物は、硬化してもよく、しなくてもよい。
【００６９】
  本開示の例示的な実施形態としては、以下が挙げられるが、これらに限定されない：
  実施形態１．組成物であって、
  （ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、
  （ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％
未満のイオン性液体と、を含む組成物。
【００７０】
  実施形態２．前記部分フッ素化ポリマーが、ガラス転移温度を有し、前記イオン性液体
の添加によって前記ガラス転移温度が実質的に変化しない、実施形態１に記載の組成物。
【００７１】
  実施形態３．前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリマ
ーの総重量に基づいて、０．０１重量％超且つ１．０重量％未満である、実施形態１又は
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２に記載の組成物。
【００７２】
  実施形態４．前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリマ
ーの総重量に基づいて、１．０重量％超且つ１０．０重量％未満である、実施形態１又は
２に記載の組成物。
【００７３】
  実施形態５．前記部分フッ素化ポリマーが、コポリマーである、実施形態１～４のいず
れか１つに記載の組成物。
【００７４】
  実施形態６．前記イオン性液体が、約１００℃以下の融点を有する、実施形態１～５の
いずれか１つに記載の組成物。
【００７５】
  実施形態７．前記部分フッ素化ポリマーが、テトラフルオロエチレン、フッ化ビニル、
フッ化ビニリデン、ヘキサフルオロプロピレン、ペンタフルオロプロピレン、トリフルオ
ロエチレン、トリフルオロクロロエチレン、ペルフルオロアルキルビニルエーテル、ペル
フルオロアルキルアリルエーテル、ペルフルオロアルコキシビニルエーテル、及びペルフ
ルオロアルコキシアリルエーテルのうちの少なくとも１つから選択される１つ又は２つ以
上のフッ素化モノマーに由来する、実施形態１～６のいずれか１つに記載の組成物。
【００７６】
  実施形態８．前記部分フッ素化ポリマーが、フッ化ビニリデン／ヘキサフルオロプロピ
レンコポリマー、テトラフルオロエチレン／フッ化ビニリデン／ヘキサフルオロプロピレ
ンコポリマー、テトラフルオロエチレン／プロピレンコポリマー、テトラフルオロエチレ
ン／フッ化ビニリデン／ＰＭＶＥコポリマー、テトラフルオロエチレン／フッ化ビニリデ
ン／プロピレンコポリマー、クロロトリフルオロエチレン／フッ化ビニリデンコポリマー
、又はエチレン／ヘキサフルオロプロピレンコポリマーである、実施形態１～７のいずれ
か１つに記載の組成物。
【００７７】
  実施形態９．前記部分フッ素化ポリマーが、フッ化ビニリデン／ヘキサフルオロプロピ
レンコポリマーではないということを条件とする、実施形態１～７のいずれか１つに記載
の組成物。
【００７８】
  実施形態１０．前記イオン性液体のアニオンが、ペルフルオロアルキル基を含む、実施
形態１～９のいずれか１つに記載の組成物。
【００７９】
  実施形態１１．前記イオン性液体のカチオン部分が、Ｎ－エチル－Ｎ’－メチルイミダ
ゾリウムＮ－メチル－Ｎ－プロピルピペリジニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－プロ
ピルアンモニウム、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリプロピルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－
トリメチル－Ｎ－ブチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－メトキシエチルア
ンモニウム、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリス（メトキシエチル）アンモニウム、Ｎ－メ
チル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリブチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－ヘキシルア
ンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウム
、１－プロピル－テトラヒドロチオフェニウム、１－ブチル－テトラヒドロチオフェニウ
ム、グリシジルトリメチルアンモニウム、Ｎ－エチル－Ｎ－メチルモルホニウム、Ｎ，Ｎ
，Ｎ－トリオクチルアンモニウム、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリオクチルアンモニウム
、Ｎ－メチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリブチルアンモニウム、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－オクチル
－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）アンモニウム、及びこれらの組み合わせから選択される
、実施形態１～１０のいずれか１つに記載の組成物。
【００８０】
  実施形態１２．前記イオン性液体のアニオン部分が、ビス（トリフルオロメタンスルホ
ニル）イミド、ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、ビス（ヘプタフルオロ
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プロパンスルホニル）イミド、ビス（ノナフルオロブタンスルホニル）イミド、トリフル
オロメタンスルホネート、ペンタフルオロエタンスルホネート、ヘプタフルオロプロパン
スルホネート、ノナフルオロブタンスルホネート、トリス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）メチド、トリス（ペンタフルオロエタンスルホニル）メチド、トリス（ヘプタフルオ
ロプロパンスルホニル）メチド、トリス（ノナフルオロブタンスルホニル）メチド、及び
これらの組み合わせから選択される、実施形態１～１１のいずれか１つに記載の組成物。
【００８１】
  実施形態１３．前記部分フッ素化ポリマーが、硬化部位を更に含み、前記硬化部位が、
臭素、ヨウ素、及び窒素硬化部分のうちの少なくとも１つから選択される、実施形態１～
１２のいずれか１つに記載の組成物。
【００８２】
  実施形態１４．前記硬化部位が、以下のうちの少なくとも１つに由来する硬化部位モノ
マーから選択される、実施形態１３に記載の組成物：ＣＦ２＝ＣＦＢｒ、ＣＦ２＝ＣＨＢ
ｒ、ＩＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２Ｉ２、ＢｒＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、ＣＦ２＝ＣＦ
Ｏ（ＣＦ２）３－ＯＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、ＣＨ２＝ＣＨ
ＣＦ２ＣＦ２Ｂｒ、ＣＨ２＝ＣＨＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣｌ、ＣＨ２＝ＣＨＩ、
ＣＦ２＝ＣＨＩ、ＣＦ２＝ＣＦＩ、ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２Ｉ、ＣＦ

２＝ＣＦＣＨ２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２＝ＣＨ（ＣＦ２）６ＣＨ

２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２Ｉ、Ｃ
Ｆ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＯＣＨ２ＣＨ２Ｉ、ＣＦ２＝Ｃ
ＦＯ（ＣＦ２）３－ＯＣＦ２ＣＦ２Ｉ、ＣＨ２＝ＣＨＢｒ、ＣＨ２＝ＣＨＣＨ２Ｂｒ、Ｃ
Ｆ２＝ＣＦＣＦ２Ｂｒ、ＣＦ２＝ＣＦＯ（ＣＦ２）５ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（
ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ

３）ＣＮ、ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＮ、及びＣＦ２＝ＣＦ
ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＮ。
【００８３】
  実施形態１５．前記部分フッ素化エラストマーゴムが、過酸化物硬化性である、実施形
態１３又は１４に記載の組成物。
【００８４】
  実施形態１６．過酸化物、及び任意で架橋助剤を更に含む、実施形態１～１５のいずれ
か１つに記載の組成物。
【００８５】
  実施形態１７．前記過酸化物が、過酸化ベンゾイル、過酸化ジクロロベンゾイル、過酸
化ジクミル、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔブチルペルオキシ）ヘキサン、ジ－ｔ－
ブチルペルオキシド、ｔ－ブチルペルオキシベンゾエート、及び２，５－ジメチル２，５
－ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキサン－３、過酸化ラウレルのうちの少なくとも１つか
ら選択される、実施形態１６に記載の組成物。
【００８６】
  実施形態１８．前記部分フッ素化エラストマーゴムが、ビスフェノール又はアミン硬化
性である、実施形態１３又は１４に記載の組成物。
【００８７】
  実施形態１９．ビスフェノールＡを更に含む、実施形態１～１８のいずれか１つに記載
の組成物。
【００８８】
  実施形態２０．無機充填剤を更に含む、実施形態１～１９のいずれか１つに記載の組成
物。
【００８９】
  実施形態２１．前記無機充填剤が、カーボンブラック、グラファイト、粘土、シリカ、
タルク、珪藻土、硫酸バリウム、珪灰石、炭酸カルシウム、フッ化カルシウム、酸化チタ
ン、及び酸化鉄のうちの少なくとも１つから選択される、実施形態２０に記載の組成物。



(16) JP 6836900 B6 2021.3.31

10

20

30

40

50

【００９０】
  実施形態２２．２０重量％未満の前記無機充填剤を含む、実施形態１～２１のいずれか
１つに記載の組成物。
【００９１】
  実施形態２３．ＰＴＦＥ粉末及びＰＦＡ粉末のうちの少なくとも１つから選択される有
機充填剤を更に含む、実施形態１～２２のいずれか１つに記載の組成物。
【００９２】
  実施形態２３．非伝導性である、実施形態１～２２のいずれか１つに記載の組成物。
【００９３】
  実施形態２４．実施形態１～２３のいずれか１つに記載の組成物を含む、物品。
【００９４】
  実施形態２５．実施形態１～２３のいずれか１つに記載の組成物を含む、硬化物品。
【００９５】
  実施形態２６．ホース、ガスケット、又はシールである、実施形態２５に記載の硬化物
品。
【００９６】
  実施形態２７．（ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む部分フッ素化エラストマーゴムと、
（ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％未
満のイオン性液体とをブレンドすることを含む方法。
【００９７】
  実施形態２８．前記部分フッ素化ポリマーが、ガラス転移温度を有し、前記イオン性液
体の添加によって前記ガラス転移温度が実質的に変化しない、実施形態２７に記載の方法
。
【００９８】
  実施形態２９．前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリ
マーの総重量に基づいて、０．０１重量％超且つ１．０重量％未満である、実施形態２７
又は２８に記載の方法。
【００９９】
  実施形態３０．前記イオン性液体の量が、前記イオン性液体及び前記部分フッ素化ポリ
マーの総重量に基づいて、１．０重量％超且つ１０．０重量％未満である、実施形態２７
又は２８に記載の方法。
【０１００】
  実施形態３１．前記部分フッ素化ポリマーが、コポリマーである、実施形態２７～３０
のいずれか１つに記載の方法。
【０１０１】
  実施形態３２．前記イオン性液体が、約１００℃以下の融点を有する、実施形態２７～
３１のいずれか１つに記載の方法。
【０１０２】
  実施形態３３．前記部分フッ素化ポリマーが、フッ化ビニリデン／ヘキサフルオロプロ
ピレンコポリマーではないということを条件とする、実施形態２７～３２のいずれか１つ
に記載の方法。
【０１０３】
  実施形態３４．前記イオン性液体のアニオンが、ペルフルオロアルキル基を含む、実施
形態２７～３３のいずれか１つに記載の方法。
【０１０４】
  実施形態３５．過酸化物系、ポリオール系、及びポリアミン系のうちの少なくとも１つ
から選択される硬化系で前記部分フッ素化エラストマーゴムを硬化させることを更に含む
、実施形態２７～３４のいずれか１つに記載の方法。
【０１０５】
  実施形態３６．ホース、ガスケット、又はシールとしての、実施形態２５に記載の硬化



(17) JP 6836900 B6 2021.3.31

10

20

物品の使用。
【０１０６】
  実施形態３７．組成物であって、
  （ｉ）部分フッ素化ポリマーを含む硬化した部分フッ素化エラストマーと、
  （ｉｉ）前記部分フッ素化ポリマー及びイオン性液体の総重量に基づいて、１０重量％
未満のイオン性液体と、を含む組成物。
【０１０７】
  実施形態３８．前記硬化した部分フッ素化ポリマーが、ガラス転移温度を有し、前記イ
オン性液体の添加によって前記ガラス転移温度が実質的に変化しない、実施形態３７に記
載の組成物。
【実施例】
【０１０８】
  本開示の利点及び実施形態を以降の実施例によって更に説明するが、これら実施例にお
いて列挙される特定の材料及びそれらの量、並びに他の条件及び詳細は、本発明を不当に
制限するものと解釈されるべきではない。これら実施例では、全ての百分率、割合及び比
率は、特に指示しない限り重量による。
【０１０９】
  別途記載されるか又は明らかでない限り、全ての材料は、例えばＳｉｇｍａ－Ａｌｄｒ
ｉｃｈ  Ｃｈｅｍｉｃａｌ  Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｌｗａｕｋｅｅ，ＷＩ）から市販され
ているか又は当業者に公知のものである。
【０１１０】
  これら略記を以下の実施例で用いる：ｄＮｍ＝デシニュートンメートル；ｇ＝グラム、
ｋｇ＝キログラム、ｍｉｎ＝分、ｍｏｌ＝モル、ｃａｌ＝カロリー、ｃｃ＝立方センチメ
ートル、ｃｍ＝センチメートル、ｍｉｎ＝分；ｍｍ＝ミリメートル；ｍＬ＝ミリリットル
、Ｌ＝リットル、Ｎ＝ニュートン、ｐｓｉ＝圧力／平方インチ、ＭＰａ＝メガパスカル、
ｒａｄ／ｓ＝ラジアン／秒、及びｗｔ＝重量、ＭＵ＝ムーニー単位、ＰＡＶＥ＝ペルフル
オロアルキルビニルエーテル、Ｅ＃＝実施例番号及びＣＥ＃＝比較例番号、Ｓ＝シーメン
ス、及びｐｈｒ＝ゴム１００重量部当たりの重量部。
【０１１１】
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【表１】

【０１１２】
  試験
  ムーニー粘度
  配合処方のムーニー粘度は、ＡＳＴＭ  Ｄ－１６４６－０７「Ｓｔａｎｄａｒｄ  Ｔｅ
ｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄ  ｆｏｒ  Ｒｕｂｂｅｒ－Ｖｉｓｃｏｓｉｔｙ，Ｓｔｒｅｓｓ  Ｒｅ
ｌａｘａｔｉｏｎ，ａｎｄ  Ｐｒｅ－Ｖｕｌｃａｎｉｚａｔｉｏｎ  Ｃｈａｒａｃｔｅｒ
ｉｓｔｉｃｓ（Ｍｏｏｎｅｙ  Ｖｉｓｃｏｍｅｔｅｒ）」に開示されている通りの手順に
従って試験した。予熱時間は、１２１℃で１分間であり、試験時間は、１２１℃で１０分
間であった。
【０１１３】
  ＭＤＲ
  配合したフルオロエラストマーゴムサンプルの硬化レオロジーは、ＭＤＲ（Ｍｏｖｉｎ
ｇ  Ｄｉｅ  Ｒｈｅｏｍｅｔｅｒ）モードのＡｌｐｈａ  Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ  ＲＰＡ
  ２０００及びＡＳＴＭ  Ｄ  ５２８９－９５に記載の手順を用いて、１７７℃、予熱な
し、経過時間１２分、並びに０．５℃最小トルク（ＭＬ）及び最大トルク（ＭＨ）で、未
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硬化の配合混合物を試験することによって調べた。すなわち、プラトー又は最大値が得ら
れないときに特定の期間内に得られる最高トルクを報告した。また、以下についても報告
した：Ｔｓ２（トルクがＭＬを超えて２単位増加するのにかかる時間）、Ｔ５０（トルク
がＭＬ＋０．５［ＭＨ－ＭＬ］に達するのにかかる時間）、及びＴ９０（トルクがＭＬ＋
０．９［ＭＨ－ＭＬ］に達するのにかかる時間）。
【０１１４】
  物性
  硬化したフルオロエラストマーゴム（硬化したシート）の物性は、破断後の引張永久歪
み（tensile set after break）（Ｔｂ）及び破断時の伸長率（Ｅｂ）については、ＡＳ
ＴＭ  Ｄ  ４１２－０６ａ「Ｓｔａｎｄａｒｄ  Ｔｅｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄｓ  ｆｏｒ  Ｖ
ｕｌｃａｎｉｚｅｄ  Ｒｕｂｂｅｒ  ａｎｄ  Ｔｈｅｒｍｏｐｌａｓｔｉｃ  Ｅｌａｓｔ
ｏｍｅｒｓ－Ｔｅｎｓｉｏｎ」、及びショアＡ硬さ（ＨＳ）についてはＡＳＴＭ  Ｄ  ２
２４０－０５「Ｓｔａｎｄａｒｄ  Ｔｅｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄ  ｆｏｒ  Ｒｕｂｂｅｒ  Ｐ
ｒｏｐｅｒｔｙ－Ｄｕｒｏｍｅｔｅｒ  Ｈａｒｄｎｅｓｓ」に開示されているのと同様の
手順に従って試験した。
【０１１５】
  圧縮永久歪み
  硬化したフルオロエラストマーゴム（硬化したボタン）の圧縮永久歪みは、ＡＳＴＭ  
Ｄ  ３９５－０３「Ｓｔａｎｄａｒｄ  Ｔｅｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄｓ  ｆｏｒ  Ｒｕｂｂｅ
ｒ  Ｐｒｏｐｅｒｔｙ－Ｃｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ  Ｓｅｔ」Ｍｅｔｈｏｄ  Ｂに開示され
ているのと同様の手順に従って試験した。
【０１１６】
  ガラス遷移温度
  ガラス転移温度は、ＡＳＴＭ  Ｄ  ６２０４－０７「Ｓｔａｎｄａｒｄ  Ｔｅｓｔ  Ｍ
ｅｔｈｏｄ  ｆｏｒ  Ｒｕｂｂｅｒ－Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ  ｏｆ  Ｕｎｖｕｌｃａｎ
ｉｚｅｄ  Ｒｈｅｏｌｏｇｉｃａｌ  Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ  Ｕｓｉｎｇ  Ｒｏｔｏｒｌ
ｅｓｓ  Ｓｈｅａｒ  Ｒｈｅｏｍｅｔｅｒｓ」に従って、動的機械分析機ＡＲ  ２０００
ＥＸ（ＴＡ  Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ（Ｎｅｗ  Ｃａｓｔｌｅ，ＤＥ）製）を用いて、貯
蔵弾性率（Ｇ’）及び損失弾性率（Ｇ’’）から計算されるｔａｎ  δのピーク温度によ
って決定した。環境試験チャンバ（ＥＴＣ）を備えるねじり矩形クランプをジグとして用
いた。矩形サンプルの大きさは、おおよそ厚み２ｍｍ、幅６．４ｍｍ、及び長さ２４．５
ｍｍであった。貯蔵弾性率（Ｇ’）及び損失弾性率（Ｇ’’）は、５℃／分の速度、周波
数（ω）１．０Ｈｚ（６．３ｒａｄ／ｓ）及び５％の歪みにて、－６０℃～２５℃の温度
掃引によって測定した。
【０１１７】
  抵抗率及び伝導率
  サンプルの体積抵抗率及び伝導率は、ＡＳＴＭ  Ｄ  ２５７－０７「Ｓｔａｎｄａｒｄ
  Ｔｅｓｔ  Ｍｅｔｈｏｄｓ  ｆｏｒ  ＤＣ  Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ  ｏｒ  Ｃｏｎｄｕ
ｃｔａｎｃｅ  ｏｆ  Ｉｎｓｕｌａｔｉｎｇ  Ｍａｔｅｒｉａｌｓ」に記載されているの
と同様の手順に従って、１０ボルトで、プローブを備える抵抗／抵抗率計（Ｍｏｄｅｌ  
８０３Ｂプローブを備えるＭｏｄｅｌ  ８７２「Ｗｉｄｅ  Ｒａｎｇｅ  Ｒｅｓｉｓｔａ
ｎｃｅ  Ｍｅｔｅｒ」としてＥｌｅｃｔｒｏ－Ｔｅｃｈ  Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ．（Ｇ
ｌｅｎｓｉｄｅ，ＰＡ）から入手可能）を用いて、後硬化したシートを試験することによ
って調べた。
【０１１８】
  実施例１Ａ～８Ｂ（Ｅ１Ａ～Ｅ８Ｂ）及び比較例１～８（ＣＥ１～ＣＥ８）。
【０１１９】
  実施例及び比較例のフルオロエラストマーゴムの調製において用いられる材料の量を以
下の表１～４に示す。ここでは、量を重量部で記載する。
【０１２０】
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  フルオロエラストマーゴムを調製するために、フルオロポリマー、イオン性液体、及び
硬化物１、硬化物２、又は硬化物３（用いる場合）を直径６インチ（１５２ｍｍ）のオー
プンロールミルで配合した。混合物が均質になった後、上記「ムーニー粘度」方法を用い
てムーニー粘度を測定した。サンプルのムーニー粘度を以下の表５～８に示す。次いで、
用いる場合、炭素、硬化物４、助剤、ＭｇＯ、及びＣａ（ＯＨ）２を、ポリマーバンドの
中心に置き、再度二本ロールミルで配合した。
【０１２１】
【表２】



(21) JP 6836900 B6 2021.3.31

10

20

30

40

【０１２２】
【表３】

【０１２３】
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【表４】

【０１２４】
【表５】

【０１２５】
  次いで、上記配合したフルオロエラストマーゴムサンプルを、上記「ＭＤＲ」方法に従
って硬化特性について試験した。結果を以下の表５～８に示す。
【０１２６】
  物性測定については、配合したフルオロエラストマーゴムサンプルを、表５～８に示す
温度及び時間で、１５×１５ｃｍ、厚み２ｍｍの成形型を用いてプレス硬化した。次いで
、プレス硬化したシートを、表５～８に示す温度及び時間で後硬化した。物性用のダンベ
ルを、ＡＳＴＭダイＤを用いて硬化したシートから切り取った。プレス硬化し、次いで後
硬化した後のサンプルを、上記「物性」方法を用いて物性について試験した。また、後硬
化したシートサンプルを、上記「ガラス転移温度」及び「抵抗率及び伝導率」方法を用い
て試験した。結果を表５～８に示す。
【０１２７】
  圧縮永久歪み試験については、配合したフルオロエラストマーゴムサンプルを、表５～
８に示す温度及び時間で、直径１インチ（２５ｍｍ）、厚み０．５インチ（１２．５ｍｍ
）の成形型を用いてプレス硬化した。次いで、プレス硬化したボタンを、表５～８に示す
温度及び時間で後硬化した。プレス硬化及び後硬化したサンプルを、上記「圧縮永久歪み
」方法を用いて、圧縮永久歪み耐性について試験した。結果を表５～８に示す。
【０１２８】
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【表６】

【０１２９】
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【表７】

【０１３０】
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【表８】

【０１３１】
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【表９】

【０１３２】
  実施例９～１４
  イオン性液体中の硬化剤の可溶性を調べた。下記の通り、硬化剤及びイオン性液体をガ
ラスジャーに入れた。次いで、特に指定しない限り、２３℃で１時間ガラスジャーをロー
ラー（２．４ｒｐｍ）上に置いた。ガラスジャーを取り除き、内容物を目視検査した。用
いた硬化剤及びイオン性液体の量、並びに目視検査の結果を以下に示す。
【０１３３】
  実施例９：０．１グラムのビスフェノールＡＦ（固体）を用いて作製した１％溶液を、
ガラスジャー内の９．９グラムのＩＬ＃１に添加した。得られた溶液は、無色透明であっ
た。
【０１３４】
  実施例１０：１．０グラムのビスフェノールＡＦ（固体）を用いて作製した１０％溶液
を、ガラスジャー内の９．０グラムのＩＬ＃１に添加した。得られた溶液は、無色透明で
あった。
【０１３５】
  実施例１１：２．０グラムのビスフェノールＡＦ（固体）を用いて作製した２０％溶液
を、ガラスジャー内の８．０グラムのＩＬ＃１に添加した。ローラー上において４０℃で
１６時間後、得られた溶液は、無色透明であった。
【０１３６】
  実施例１２：０．１グラムのベンジルトリフェニルホスホニウムクロリド（固体）を用
いて作製した１％溶液を、ガラスジャー内の９．９グラムのＩＬ＃１に添加した。ローラ
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ー上において４０℃で１６時間後、得られた溶液は、無色透明であった。
【０１３７】
  実施例１３：１．０グラムのベンジルトリフェニルホスホニウムクロリド（固体）を用
いて作製した１０％溶液を、ガラスジャー内の９．０グラムのＩＬ＃１に添加した。得ら
れた溶液は、白色で曇っており、これは、硬化剤が完全には溶解しなかったことを示す。
【０１３８】
  実施例１４：ガラスジャー内において、ＩＬ＃１中０．１グラムの硬化物２を用いて１
％溶液を作製した。ローラー上において４０℃で１６時間後、得られた溶液は、無色透明
であった。
【０１３９】
  実施例１５：ガラスジャー内において、ＩＬ＃１中トリフェニルベンジルホスホニウム
とビスフェノールＡＦ（固体）との１：１複合体０．１グラムを用いて１％溶液を作製し
た。ローラー上において４０℃で１６時間後、得られた溶液は、無色で曇っており、これ
は、硬化剤がほとんど完全に溶解したことを示す。
【０１４０】
  実施例１６（Ｅ１６）、実施例１７（Ｅ１７）、及び比較例（ＣＥ７）：実施例１Ａの
通り混合物を作製した。実施例及び比較例のフルオロエラストマーゴムの調製に用いられ
る材料の量を以下の表９に示す。ここでは、量を重量部で記載する。次いで、上記配合し
たフルオロエラストマーゴムサンプルを、上記「ＭＤＲ」方法に従って硬化特性について
試験した。結果を以下の表１０に示す。
【０１４１】

【表１０】

【０１４２】
【表１１】

【０１４３】
  本発明の範囲及び趣旨から逸脱することなく、本発明の予測可能な修正及び変更が当業
者には自明であろう。本発明は、説明を目的として本出願に記載される実施形態に限定さ
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